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〇募 集 概 要                                                                                 

 次のとおり町営住宅入居者の募集をします。 

入居の順位を決め、居住可能な修繕等ができ次第上位の順位の方から入居のご案内となり

ます。今回の募集は３階以上の部屋になります。住宅の棟・階・部屋等の指定はできません。 

 

棟 号 所 在 地 間取り 構 造 

 

Ａ 棟  楠五丁目４０番地 ３ Ｋ ５階建 

Ｂ 棟  楠五丁目 １番地 ３ Ｋ ４階建 

Ｃ 棟  楠五丁目 １番地 ３ Ｋ ４階建 

Ｄ 棟  楠五丁目 １番地 ３ Ｋ ４階建 

   ※町営住宅は、各棟ともエレベーターがありません。 

 

〇受 付 期 間 ・ 受付場所 

申込用紙配布 : 令和７年９月１日(月) ～ ９月２６日(金)   

受 付 期 間  : 令和７年９月１２日(金) ～ ９月２６日(金) 

※土曜日・日曜日・祝日は除く。（８時３０分から１７時１５分まで） 

受 付 場 所： 武豊町役場都市計画課 南庁舎３階  

（エレベーターをご利用ください） 

〇家 賃 

※家賃は入居者の方の所得等に応じて決まります。収入によっては、毎年家賃が変わる 

場合があります。                                    （令和７年度） 

所 得 区 分（円） Ａ棟 Ｂ棟 Ｃ棟 Ｄ棟 該当世帯 

～104,000 10,000円 10,200円 10,300円 10,600円 原則世帯 

100,401～123,000 11,500円 11,700円 11,900円 12,200円 原則世帯 

123,001～139,000 13,200円 13,400円 13,700円 14,000円 原則世帯 

139,001～158,000 14,900円 15,200円 15,400円 15,700円 原則世帯 

158,001～186,000 17,000円 17,300円 17,600円 18,000円 裁量世帯 

186,001～214,000 19,600円 20,000円 20,300円 20,800円 裁量世帯 
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〇申 込 資 格 

（１）町内在住又は町内在勤の人。 

（２）同居をしようとする親族（婚姻予定者を含む）があること。 

   ※婚姻予定者は令和８年３月３１日までに婚姻される方に限ります。 

   ※婚約者の変更があった場合は、申し込みを無効とします。 

   ※婚約により申込みされた人は、入居指定日から１か月以内に申込み家族のうち１名は 

     必ず入居し、３か月以内には、申込み家族全員が入居して下さい。 

   ※単身者の申込みはできません。ただし、６０歳以上の人、心身障がいの人等条例で定め 

る条件に該当する場合は、単身でも申込みができます。 

（３）町条例で定める収入基準に適合していること。 

（４）町税等を滞納していないこと。（入居時に滞納がある場合は入居できません。） 

（５）現に住宅に困窮していることが明らかなこと。 

（６）申込者（同居親族を含む）が暴力団員でないこと。 

 

〇申込必要書類 

次の書類を武豊町役場都市計画課へ直接持参してください。 

（１）町営住宅入居申込書 

（２）住宅困窮状況申告書（別紙様式）  

（３）入居する親族全員の住民票（世帯主名、続柄がわかるもの） 

（４）収入のある人全員の収入を証する書類（→Ｐ７参照） 

・令和５年分の所得を証する所得課税証明書（市町村役場発行のもの） 

・令和６年分の所得を証する所得課税証明書（市町村役場発行のもの） 

 

◎マイナンバー制度を利用したときは、添付書類が省略できる場合があります。 

提出時に本人確認（番号確認と身元確認）をおこないますので、番号のわかるもの（マイナン

バーカード、通知カード等）と本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証など写真付き

の証明書等）をお持ちください。 

 

◎世帯に収入のある人が複数いる場合、全員の収入を証する書類を提出してください。 

 

◎令和６年（１月２日以降）に他市町村から転入された人は、前居住地の市町村役場発行の所

得・課税証明書をお持ちください。 
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〇その他申込みに必要な添付書類 

（1）町外居住者で町内在勤の人は、在勤証明書 

（2）婚約中の人は、婚約証明書(別紙 3)   

（３）婚約者の人で現在収入のある人でも、入居指定日までに退職することを条件に申込みを 

された人は、退職予定証明書 

（４）最近退職された人は、離職票の写し、又は退職証明書 

（５）申込者（同居親族を含む）が障害者手帳等をお持ちのときは、手帳の写し 

（６）単身者、父子家庭・母子家庭・両親の死亡等により兄弟姉妹で入居申し込みする人は、 

戸籍謄本 

（７）児童手当、遺児手当等を受給されている人は、証書、振込通知書又は通帳の写し 

（８）遺族年金、障害年金等を受給されている人は、証書、改定通知書又は振込通知書の写し 

（９）賃貸アパートや借家に居住されている人は、 

・賃貸借契約書の写し、または家賃直近３ヶ月分（6・7・8月分）の領収書 

・口座振替の場合は、通帳の写し 

（10）持家処分により申込みされる人は、不動産の媒介契約書、又は競売開始の証明書 

（11）離婚調停中の人は、裁判所発行の事件証明書等 

（１２）失業中の人は雇用保険受給資格者証の写し 

（１３）生活保護受給者の人は生活保護受給証明書 

 

※必要に応じて上記以外にも書類を提出していただく場合があります。 

 

※入居審査に当たり各関係機関に照会することがあります。 
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〇申込みされる方への注意事項 

（１）住宅の棟、階、部屋等の指定はできません。 

(2)入居者専用の駐車場はありません。車庫証明は取れません。 

(3)エレベーターはありません。 

（４）犬、猫、鳥等ペットを飼うことはできません。 

（５）住宅には、網戸、給湯器、照明器具、ガスコンロ等はあらかじめ設置していません。 

浴室はありますが、浴槽・風呂釜がないため、設置が必要です。風呂釜はバランス釜構造 

のもので、他の形式は使用できません（都市ガス）。上階の部屋は、シャワー付きの風呂釜 

が使用できないことがあります。   

（６）インターネットを使用する場合は、配線工事が必要です。ただし、部屋の設備状況により 

使用できない場合があります。事前に都市計画課へ届出をしてください。 

（7）建設後の年数が経過しているため、壁の汚れ等に修繕できかねるところがあります 

ので、ご承知おき下さい。 

（8）入居の決定を受けられたときは、町の規定により請書の作成及び敷金（家賃３ヶ月 

分）納付の入居手続きをしてください。請書（契約書）には、連帯保証人が１名（世帯 

が別の方で）必要です。または、家賃債務保証法人と家賃債務保証契約を締結する必要が 

あります。入居指定日は、入居決定通知書に記載します。 

（9）申込み受付時には、申し込みの内容について確認させていただく場合があります 

ので、申込者または入居する家族の方が、申込書を持参してください。 

 

 

入居時に必要なおもな費用 

 ①風呂釜、浴槽の設置費用 

 ②給湯器・ガスコンロの設置費用 

 ③照明器具（玄関、お風呂、トイレ以外）・網戸の設置費用等 

 

退去時に必要なおもな費用 

 ①畳の表替えの修繕費用 

 ②襖の張替えの修繕費用 

 ③風呂釜、浴槽、給湯器等の撤去の費用 

 ④原状復旧のための修繕が必要な場合は修繕費用  
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〇入居者の選考方法 

  町の条例により住宅事情等の実態を調査し、入居者選考委員会に諮り、住宅に困窮する度

合いの高い方から入居順位（入居予定者）を決定します。入居選考結果順位の通知は、10 月

下旬頃に郵送します。 

  

 

 

 

 

 

            

  洗濯機はベランダに設置 
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〇資格の喪失 

 次の場合は、入居の資格を失うものとします。 

（１）入居資格を具備していないとき。 

（２）二重申し込み又は虚偽の申し込みをしたとき。（今後の受付は一切いたしません。） 

（３）入居決定を辞退したとき。 

（４）実態調査を行い、入居が不適当と認められたとき。 

（５）同居親族の変更（出生、死亡の場合は除く）や婚約者の変更があったとき。 

また、同居家族の死亡等により単身者となったとき。（死亡等により、単身者となった場合

は入居の資格を失います。ただし、単身者になった人が、６０歳以上の場合を除く） 

（６）入居決定の際、入居指定日から１ヶ月以内に、申込親族全員が入居できないとき。 

（７）住所・連絡場所・その他変更があっても連絡のなかったとき。 

（８）入居決定後、所定期日以内に家賃、敷金（３ヶ月分の家賃に相当する額）の納付及び請書

の提出等の手続きをしなかった場合。 

（９）令和８年３月３１日までに、住宅に空家の発生がなく入居できないとき。 

 

〇共益費用の負担について    

住宅へ入居すると家賃以外に共益費が必要です。 

月額１，２００円で、毎月２５日頃までに管理人へ支払います。 

共益費は次のものに使われます。 

（１）共同施設の電気料金 

（２）共同施設の水道料金 

（３）共用敷地の清掃及び樹木剪定・草刈等の費用 

（４）地上デジタル放送受信料金（ＣＡＴＶ利用料金） 

（５）その他共同施設の維持費 
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〇収入を証する書類 

下記の表区分により該当する書類すべて提出してください。（注）※の書類で収入基準の審査をします。 

給 
 

与 
 

所 
 

得 
 

者 

現在の職場 提 出 書 類 

令和６年１月１日以前から引

き続き勤務している人 

・令和６年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。※ 

・令和５年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。 

令和６年１月２日以降に就職

(転職)し、申込み時までに１

年以上たっている人 

・給与支給証明書（様式１を使用して、現在の勤務先で申込む月の

前月から過去１年間について証明を受けること。）※ 

・令和５年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。 

令和６年１月２日以降に就職

(転職)し、申込み時までの就

職月数が１年未満の人 

・給与支給証明書（様式１を使用して、現在の勤務先で申込む月の

前月から就職した月までの間について証明を受けること。）※ 

・令和５年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書 

・就職(転職)を証する書類(例えば退職証明書、卒業証書の 

写し) 

最近まで主たる収入者の扶

養になっており、最近就職し

た人 

・給与支給証明書（様式１を使用して、現在の勤務先で申込 

む月の前月から就職した月までの間について証明を受け 

ること。）※ 

・令和５年中扶養になっていたことがわかるもの（被扶養者 

の名前が記載された源泉徴収票等）。 

自 
 

営 
 

業 
 

者 

令和６年１月１日以前から引

き続き営業している人 

・月別明細書（様式２を使用して、令和６年中について記入するこ

と。）※ 

・令和６年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。 

・令和５年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。 

令和６年１月２日以降に営業

開始し、申込み時までに１年

以上たっている人 

・月別明細書（様式２を使用して、申込む月の前月から過去１年間に

ついて記入すること。）※ 

・確定申告又は住民税申告の写し 

・令和５年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。 

令和６年１月２日以降に営業

開始し、申込み時までの就業

月数が１年未満の人 

・月別明細書（様式２を使用して、申込む月の前月から就業月まで

の間について記入すること。）※ 

・令和５年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。 

・転職等を証する書類(例えば退職証明書等) 

そ 

の 

他 

年金受給者 
・令和６年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。※ 

・令和５年中の所得を証する市区町村長発行の所得課税証明書。 

失業中の人 ・雇用保険受給資格者証の写し 

生活保護受給者 ・生活保護受給証明書 
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－ 
  

12 
－ － 

◎収入基準 （注）遺族年金、障害年金等の課税されない所得は、収入基準の対象となりません。 

［１］申込家族全員の総所得金額を対象とします。 

［２］各々の総所得金額から個別の特別控除を控除し合算します。 

［３］合算した金額から一般控除額及び特別控除額を控除した後、１２で除し所得月額を算出します。 

 

  

 

 

 
 

 
※注 1 個人事業主（自営業者等）の方は上記算式の基礎控除振替分はありません。 

＝ 所得月額 １５８，０００円以下（原則階層のとき） → 申込資格はあります。 

       ２１４，０００円以下（裁量階層のとき） → 申込資格はあります。 

裁量階層とは次の①から⑥までの世帯をいいます。 

① 心身障がい者世帯 ４級以上の身体障がい、中度(Ｂ･３度)以上の知的障がい、２級以上の精神障がいの

ある人が家族にいる世帯 

② 原爆被爆者世帯    ③ 引揚者世帯    ④ ハンセン病療養所入所者等世帯 

⑤ 高齢者世帯 申込者が申込受付最終日現在 60 歳以上の方であり、かつ同居者が 60 歳以上又は 18 歳未満

である世帯 

⑥ 子育て世帯 同居者に小学校就学の始期に達するまでの人がいる世帯 

≪年間総所得金額算出のしかた≫ 

（給与所得の場合） 

給与等の収入金額の合計額 給与所得の金額 給与等の収入金額の合計額 給与所得の金額 

５５０，９９９円まで ０円 
１，６２４，０００円～ 

１，６２７，９９９円 
１，０７４，０００円 

５５１，０００円～ 

１，６１８，９９９円 
総収入金額―５５０，０００円 

１，６２８，０００円～ 

１，７９９，９９９円 
(注)ア×０．６+１００，０００円 

１，６１９，０００円～ 

１，６１９，９９９円 
１，０６９，０００円 

１，８００，０００円～ 

３，５９９，９９９円 
(注)ア×０．７－８０，０００円 

１，６２０，０００円～ 

１，６２１，９９９円 
１，０７０，０００円 

３，６００，０００円～ 

６，５９９，９９９円 
(注)ア×０．８－４４０，０００円 

１，６２２，０００円～ 

１，６２３，９９９円 
１，０７２，０００円 

６，６００，０００円～ 

８，４９９，９９９円 
総収入金額×０．９－１，１００，０００円 

(注)アの計算は、 

（例）2,671,666（年間総収入金額）÷4,000＝667.9165（小数点以下切捨）→667×4,000＝2,668,000（ア） 

（公的年金の場合） 

６５歳未満の方 ６５歳以上の方 

総収入金額 総所得金額 総収入金額 総所得金額 

１３０万円未満 公的年金総収入―６００，０００円 ３３０万円未満 公的年金総収入―１，１００，０００円 

１３０万円以上 

４１０万円未満 
公的年金総収入×０．７５－２７５，０００円  

３３０万円以上 

４１０万円未満 
公的年金総収入×０．７５－２７５，０００円  

年間所得金額 

給与、年金所得者

の方は下の表によ

り算出した金額 

個別の特

別控除 

ひとり親 

  35 万円 

寡婦 27万円 

収入のある方が 2 人以上いる場合には、上記の算

式で各々計算し（マイナスのときは 0 とする）出

た金額を合算した金額 

一般控除 

38 万円 

× 

同居親族数又

は扶養親族数 

その他の特別控除 

障がい者    27万円 

特別障がい者  40万円      

16 歳以上 23 歳未満の 

扶養親族    25万年 

老人扶養親族  10万円 

各々×対象者数 

÷ 12 ＋ － 

基 礎 控

除 振 替

分 

 

10 万円 
※注 1 
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≪控除する金額≫ 年間総所得金額から次の控除をします。 

区分 控 除 名 控 除 対 象 者 控 除 額 

一
般
控
除 

同居親族控除 申込家族のうち申込者以外の人。 
一人につき 

 ３８万円 
扶養親族控除 

申込家族には入っていないが、所得税法上の扶養親族控除対象

として認められている人。（別居親族） 

個 

別 

の 

特 

別 

控 

除 

ひとり親控除 

現に婚姻していない方又は配偶者が生死不明などの方で、次の

①から➂のいずれかにも当てはまる人。 

①合計所得金額が５００万円以下であること 

②総所得金額等が４８万円以下の生計を一にする子がいるこ

と。 

➂事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいな

いこと。 

その人の 

所得から

35万円 

寡婦控除 

上記の「ひとり親」に当たらないで、次の①～➂のいずれにも当

てはまる方 

①合計所得金額が５００万円以下であること 

②以下のいずれかに該当すること 

 ★夫と死別した後婚姻をしていない人又は夫が生死不明の人 

 ★夫と離別した後婚姻をしていない人で、扶養親族を有する 

   人 

➂事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいな

いこと。 

その人の 

所 得 か ら

27万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ 

の 

他 
の 

特 

別 

控 

除 

障がい者控除 

申込者、申込家族又は申込者

の一般控除対象者の中で障が

いがあり、手帳等を交付され

ている人。 

身体障害者手帳 ３～６級 

一人につき 

 ２７万円 

精神障害者保健

福祉手帳 
２・３級 

愛護手帳 ３・４度 

療育手帳 Ｂ・Ｃ 

戦傷病者手帳 
第４項症～

第４目症 

特別障がい者 

控除 

申込者、申込家族又は申込者

の一般控除対象者の中で重度

の障がいがあり、手帳等を交

付されている人。 

身体障害者手帳 １・２級 

一人につき 

 ４０万円 

精神障害者保健

福祉手帳 
１級 

愛護手帳 １・２度 

療育手帳 Ａ 

戦傷病者手帳 
特別項症～

第３項症 

被爆者健康手帳所持者のうち、

厚生労働大臣の認定患者 

16歳以上 2３歳

未満の者に係る

扶養親族控除 

一般控除対象者の中で年齢１６歳以上２３歳未満の方で収入の

ある人の扶養親族と認められている人。（同一生計配偶者は除

く。） 

一人につき 

 ２５万円 

老人扶養親族 

控  除 

一般控除対象者の中で年齢７０歳以上の人で収入のある人の扶

養親族と認められている人。 

一人につき 

 １０万円 
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 町営住宅入居申込書記載上の注意事項 

１．ボールペン又は万年筆で記入してください。 

２．※印は記入しないでください。 

３．現住所欄はアパート名等も記入してください。 

４．別紙住宅困窮状況申告書は必ず記入してください。 

５．添付書類は、申込みに必要ですので申込書と一緒に提出してください。  

６．その他、記載についてのおたずねは、武豊町役場都市計画課へお問い合わせください。 

 

                                            武豊町役場 都市計画課 

電話（０５６９）７２－１１１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


